
1/8

○笠岡市事業用地造成促進奨励金交付要綱

平成２０年５月２２日

告示第７３号

改正 平成２４年３月２９日告示第５８号

平成２５年３月２５日告示第３８号

平成２６年７月２日告示第１２０号

平成２８年３月３０日告示第４９号

令和３年１１月１６日告示第２０１号

（目的）

第１条 この要綱は，市内への企業誘致を促進し，市の活性化と雇用機会の拡大を図り，

もって市民生活の安定と向上に資することを目的として，民間事業者が開発許可を受け

た開発許可区域及び開発許可区域外で実施する公共施設の整備に係る負担を軽減するた

め，笠岡市事業用地造成促進奨励金（以下「奨励金」という。）の交付に関し，笠岡市

補助金等交付規則（昭和６０年笠岡市規則第８号）に定めるもののほか，必要な事項を

定めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該各号に定める

ところによる。

(1) 開発許可 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条に定められた開発許

可をいう。

(2) 事業用地 事業の用に供する目的で自ら使用する，あるいは分譲又は賃貸するため

に開発する用地で，笠岡市が認定したものをいう。

(3) 製造工場 日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）分類表中大分類E

―製造業の項目に掲げる製造業の用に供する工場をいう。

(4) 物流施設 道路貨物運送業，倉庫業，貨物運送取扱業，港湾運送業又は卸売業を営

む者が，自ら使用するために建設をする倉庫，配送センター又は流通に伴う簡易な加

工を行う事業場（以下「流通加工場」という。）及び製造業若しくは小売業を営む者

が自ら使用するために建設をする倉庫，配送センター又は流通加工場。ただし，工場

又は店舗に併設されるものを除く。

(5) 研究所等 次のいずれかに該当するものをいう。

ア 工業製品に係る研究所

イ バイオテクノロジーに係る研究所

ウ 光通信又は電気通信に係る研究所
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エ ソフトウェアハウス

オ システムハウス

カ 高度情報処理産業に係る事業所

キ 高度な機械修理業に係る事業所

ク ディスプレイ業に係る事業所

ケ 非破壊検査業に係る事業所

コ デザイン業に係る事業所

サ 機械設計業に係る事業所

シ エンジニアリング業に係る事業所

ス その他笠岡市における産業構造の高度化及び多角化に寄与するとして市長が認め

る研究所又は事業所

(6) 製造業類似事業所 製造工場に類する事業の用に供する施設をいう。

(7) 認定土地 開発許可を受けた開発許可区域の土地をいう。

(8) 社会基盤整備用地 開発行為に伴い認定土地外で実施する必要があると認められる

公共施設の整備を行う土地をいう。

(9) 公共用道路 道路及び道路附属物をいう。

(10) 配水施設 給水区域の需要に応じて適正な水圧で需要者に送水及び配水する施設

をいう。

(11) 排水施設 排水路，用水路等をいう。

(12) 下水道施設 笠岡市公共下水道又は笠岡市特定環境保全公共下水道に接続可能で

ある施設をいう。

（奨励金）

第３条 市長は，市内の認定土地及び社会基盤整備用地（以下「対象土地」という。）に

公共施設として建設した別表に掲げる施設を市に寄附した者に対して，予算の範囲内で

奨励金を交付する。

（交付対象者）

第４条 奨励金交付の対象となる者は，市内に開発面積が３，０００平方メートル以上の

事業用地の開発をしようとする者とする。

（奨励金の額等）

第５条 第３条の規定により交付することができる奨励金の用途，区分，使途，交付対象

経費，交付額及び限度額は，別表に定めるところによるものとする。

２ 前項の規定により計算した交付額に１万円未満の端数がある場合は，その端数を切り

捨てた額とする。
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（認定申請）

第６条 奨励金を受けようとする者は，土地の開発許可を受けた日から９０日以内に，認

定申請書を市長へ提出しなければならない。

（認定通知）

第７条 市長は，前条の規定による認定申請書の提出があったときは，その内容を審査の

うえ，適当と認めるときは認定の決定を行い，認定申請をした者に対し，認定通知書を

交付するものとする。

（事業内容の変更等）

第８条 前条の規定による認定の通知を受けた者（以下「認定事業者」という。）が認定

土地の開発許可の内容又は社会基盤整備用地の整備内容を変更しようとするときは，当

該変更申請までに変更認定申請書を，認定土地の開発を中止し，又は廃止しようとする

ときは，あらかじめ中止（廃止）届出書を市長に提出しなければならない。

２ 市長は，前項の規定による変更認定申請書の提出があったときは，その内容を審査の

うえ，適当と認めるときは変更認定の決定を行い，認定事業者に変更認定通知書を送付

するものとする。

３ 第１項の規定による中止（廃止）届出書を市長が受理したときは，何らの手続を要せ

ず認定通知は効力を失うものとする。

（認定の取消）

第９条 市長は，対象土地が次のいずれかに該当すると認めるときは，第７条の認定又は

前条第２項の変更認定を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により認定又は変更認定を受けたとき。

(2) 変更手続によることなく，認定された公共用施設として建設した別表に掲げる施設

の内容を変更したとき。

(3) この要綱に違反する事実があったとき。

２ 市長は，前項により認定又は変更認定を取り消したときは，書面により速やかに通知

するものとする。

（交付申請）

第１０条 認定事業者は，対象土地における公共用施設として建設した別表に掲げる施設

を市に寄附後３０日以内に，市長に対し，奨励金交付申請書を提出しなければならない。

ただし，市長が特別に認めた場合は，この限りでない。

（交付決定及び額の確定）
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第１１条 市長は，前条の規定による奨励金交付申請書の提出があったときは，その内容

を審査のうえ，適当と認めるときは奨励金の交付の決定及び額の確定を行い，申請者に

対し奨励金交付決定及び額の確定通知書を交付するものとする。

（交付申請の取下げ）

第１２条 奨励金の交付の決定及び額の確定を受けた者（以下「奨励事業者」という。）

は，その交付の決定及び額の確定の通知を受けた日から起算して１５日以内に奨励金交

付の申請を取り下げることができる。

（指示事項の遵守）

第１３条 奨励事業者は，市長が事業報告を求めるなど奨励金の交付に関し必要な指示を

した場合は，これに従わなければならない。

（奨励金の支払）

第１４条 奨励事業者は，第１１条の規定による奨励金交付決定及び額の確定があったと

きは，奨励金請求書により，市長に対し奨励金の支払を請求するものとする。

２ 市長は，前項の請求書の提出があったときは，速やかに当該奨励事業者に奨励金を支

払わなければならない。

（交付決定及び額の確定の取消）

第１５条 市長は，奨励事業者が次のいずれかに該当すると認められるときは，第１１条

の交付の決定及び額の確定を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により奨励金の交付の決定及び額の確定を受けたとき。

(2) 正当な理由によることなく，奨励金の交付の対象となった公共用施設として建設し

た別表に掲げる施設の形状又は用途を変更し，又は廃止したとき。

(3) この要綱に違反する事実があったとき。

（奨励金の返還）

第１６条 市長は，前条の規定により奨励金の交付の決定及び額の確定を取り消した場合

において，既に奨励事業者に対して奨励金を交付しているときは，期限を定めてその返

還を命じるものとする。

（加算金及び延滞金）

第１７条 奨励事業者は，前条の規定により奨励金の返還を命じられたときは，その命令

に係る奨励金の受領の日から納付の日までの日数に応じ，当該返還を命じられた奨励金

の額１００円につき１日３銭の割合で計算した加算金を市に納付しなければならない。

２ 奨励事業者は，奨励金の返還を命じられ，これを納付期日までに納付しなかったとき

は，納付期日の翌日から納付の日までの日数に応じ，その未納額１００円につき１日３

銭の割合で加算した延滞金を市に納付しなければならない。
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３ 市長は，前２項の場合において，やむを得ない事情があると認められる場合は，奨励

事業者の申請により加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。

（その他）

第１８条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の実施に関し必要な事項は，市長が別

に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は，公布の日から施行する。

（笠岡市工場立地促進補助金等交付要綱の廃止）

２ 笠岡市工場立地促進補助金等交付要綱（昭和５９年笠岡市訓令第１２号）は廃止する。

（経過措置）

３ この要綱の施行の日においてすでに開発許可を受けて当該土地の開発を行っているも

ののうち，公共用道路又は配水施設の工事が竣工していない者は，竣工検査の３０日前

までに第６条に規定する認定申請書を提出することができる。

附 則（平成２４年３月２９日告示第５８号）

この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２５年３月２５日告示第３８号）

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年７月２日告示第１２０号）

この要綱は，公布の日から施行し，平成２６年度分の奨励金から適用する。

附 則（平成２８年３月３０日告示第４９号）

この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。

附 則（令和３年１１月１６日告示第２０１号）

この要綱は，令和４年４月１日から施行する。

別表（第３条，第５条，第１０条関係）

用途 区分 使途 交付対象経

費

交付額 限度額 備考

製造工場，

物流施設，

研 究 所 等

及 び 製 造

業 類 似 事

認定土地 公共用道路，

公園，緑地，

広場の整備

公共用道路，

公園，緑地，

広場の整備

に要する経

費

市に寄附さ

れた公共用

道路，公園，

緑地，広場の

面積に１平

製造工場等

の交付額の

合計５０，０

００，０００

円

事 業 用 地 の

用 途 に 製 造

工 場 等 と 製

造 工 場 等 以

外 が 混 在 す
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業所（以下

「 製 造 工

場等」とい

う。）

方メートル

当たり８，０

００円を乗

じて得た額

る場合は，交

付 対 象 経 費

を 各 用 途 の

面 積 割 合 で

按分し，各用

途 の 交 付 額

に 基 づ い て

算 出 す る も

のとする。限

度 額 に つ い

ても，同様と

する。

配水施設，排

水施設，下水

道施設の整

備

配水施設，排

水施設，下水

道施設の整

備に要する

経費

市に寄附さ

れた配水施

設，排水施

設，下水道施

設の交付対

象経費又は

受贈財産価

格のいずれ

か低い方に

１００分の

５０を乗じ

て得た額

社 会 基 盤 整

備用地

配水施設，下

水道施設の

整備

配水施設，下

水道施設の

整備に要す

る経費

市に寄附さ

れた配水施

設及び下水

道施設の交

付対象経費

又は受贈財

産価格のい

ずれか低い

方にそれぞ

れ１００分

の５０を乗

じて得た額

とし，合わせ

て１０，００

０，０００円

を上限とす
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る。

製 造 工 場

等 の 用 に

供 す る こ

と が 確 実

と 認 め ら

れ な い 場

合 及 び 製

造 工 場 等

以 外 の 用

に 供 す る

場合（以下

「 製 造 工

場等以外」

という。）

認定土地 公共用道路，

公園，緑地，

広場の整備

公共用道路，

公園，緑地，

広場の整備

に要する経

費

市に寄附さ

れた公共用

道路，公園，

緑地，広場の

面積に１平

方メートル

当たり４，０

００円を乗

じて得た額

製造工場等

以外の交付

額の合計２

５，０００，

０００円

配水施設，排

水施設，下水

道施設の整

備

配水施設，排

水施設，下水

道施設の整

備に要する

経費

市に寄附さ

れた配水施

設，排水施

設，下水道施

設の交付対

象経費又は

受贈財産価

格のいずれ

か低い方に

１００分の

２５を乗じ

て得た額

社 会 基 盤 整

備用地

配水施設，下

水道施設の

整備

配水施設，下

水道施設の

整備に要す

る経費

市に寄附さ

れた配水施

設及び下水

道施設の交

付対象経費

又は受贈財

産価格のい

ずれか低い

方にそれぞ

れ１００分
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備考 受贈財産価格は，工事出来高により笠岡市が算定した工事価格（税抜き）とする。

の２５を乗

じて得た額

とし，合わせ

て５，００

０，０００円

を上限とす

る。


